

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ナイロン輸入， 製造 ポリエステル 染色加工 プラスチック，観光
ホテル












調味料 化学調味料 貿易・海運 プラスチック加工，
金融，水産食品
飼料，化学機械，
加工食品
技術者出の創業者。
クリスチャン 。
■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 
グループ゜名
(企業数）
三星
(32社）
現代
(32社）
ラッキー
(25社）
大字
(25社）
鮮京
(10社）
双竜
(16社）
火薬
(20社）
国際
(16社）
韓進
(12社）
暁星
(17社）
斗山
(19社）
ロッテ
(20社）
起亜
(７社）
￣－－ 
コーロン
(15社）
－－ 
味元
(８社）
親族経営の特質
現会長の私財を三男四女と有功社員などに分け，子女は経
営にも参加，三男をグループ会長予定(88年決定)。
弟が会長後継，他の弟は分家し別グループ化。八男一女の
大部分は経営参加，六男が全体の企画実務後，重工会長。
同族プラス創業以来の協力者による家族的経営，現会長に
なってから分権化と同時に会長スタッフ強化。
兄弟，学 などで経営していたが，全資産を文化財団に寄
附と同時に，大部分の兄弟は経営から離れた。
株主にはしても 家族には経営参加させない。有望会社を
役職員に払い下げ，グループとして協業化しつつある。
最高政策決定のもとで経営は分権化，家族に対しては，家
父長的，だが企業は公器を強調。
専門経営者（創業時から、官僚出身など，公開採用）体制，
同族の経営参加少ない。
親から分割相続，専門経営者固め，息子達に相続予定，娘
婿も経営だけに参加。
息子達は傘下会社で修業中(現場主義)，弟は大韓航空社長
に就任。
兄弟三人で分割相続(別グループ化)，技術者出の専門経営
者多く，最近分権化。
傘 会議は開かれるが，経営 権限と責任は各社長に
委任されている。
弟二人を経営から排除，末弟は経営参加，子供達は ロ
ツテの 者として修業中｡ 
会長の持株は全株の ％ほどに止まっていたが，それも寄
贈゜グループ内企業，従業員組合，技術提携先の持株大。
ワンマン型だが，同族の経営参加は少ない。同族外役員の
出資も含め石ｉ１ｌ１化学設立。
同族・地縁・学閥重視だが，弟・女婿に資産を分割し，別
グループ化した。
韓国・日本財籔閥の比較２７７
表５資本金・産業構成・同族経営の類型
、産業榊成
へ
資本金、 平’１１］型（より狭い）総合型（より広い）
饗蝿上|雪蝉編一二鋤%）￣ 
L519記｡億|霧(鰍上整柵`), ロッテ（36％)，鮮京*(51％)，韓進（35％）
００臆
3９ 
表４による。カッコ内は資本金第１位企業のグループ資本金総額に対するシェ
ア，＊は２，３代目，下線は親族支配の変化を示す。
種とする親会社の売上げシェアがとくに大きいため，７９％にも達している
が，資本金最大の大字造船の資本金シェアが20％台に止まっているので総
合型に分類した。いずれにせよ，産業によって資本回転率がいちじるしく
異なるわけだから，売上げシェアと資本シェアの食い違いは避けられない
が，コーロンの場合も，商社と合繊の売上げシェアが大きく，上位３社で
は89％に達し，自動車の起亜，石油精製の鮮京，大韓航空の韓進，化学調
味料の味元などとともに専門型とゑてもよいが，資本金は建設やホテルに
も分散しているので，総合型に分類した。
ただし総合型とはいっても，さぎの呉教授が戦前日本のような総合財閥
も金融財閥も存在しないといわれるように，産業構成上それほど総合化さ
れているわけではない。たしかに金融業では，表４のように早い時期に銀
行の払い下げを受け，のちに国営化された三星などの事例を別として，金
融・証券・保険などへの目立った多角化は70年代に入ってからとゑてよい
し，金融中心の財閥は形成されていない，といってよい。さらに総合型と
いっても，後発国や途上国や戦後のヨーロッパなどでとくに顕著なように，
電力などのユーティリティ部門や製鉄業などのいわゆる基幹産業は公営化
されているので多角化の対象には入っていない。しかし，三星を始め，鮮
夕プチ二
京，双竜，国際，暁星などのように早くから商業活動で初期蓄積に成功し，
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さらに現代，ラッキー，大字，火薬，ロッテなどの大財閥では総合商社を
独立させ，それによって輸出を振興すると同時に，重化学工業化に止まら
ず，エレクトロニクスやレジャー分野までも産業構成を多角化させてきて
いる事実は重要である。
もう一つ，断っておかなければならないのは，王子印のゴム靴で名高い
国際財閥は，王子の息子はまだ学生で，表４に記したように娘婿財閥とし
て有名であり，創業者の単独所有を弟と分割相続し，別グループ化させた
のだったが，経営不振に陥り，８５年，政府の救済融資打切りにより主要企
業を売却し，創業以来36年の歴史を閉じたことである。不振の原因は過大
な投資を始め，度重さなる大火災や，特約店と技能工は優遇したが，女工
などの低賃金にもとづく労使紛争も多発したことがあげられる。また，他
の財閥のように文化・福祉財団などを設立してオーナーの資産の保全をは
かるようなこともしていなかったので，政府のきびしい対応にも耐えられ
なかったのだろう。このほか，呉教授なども明らかにされているとおり'4)，
政・官界などとの関係，ワンマン体制の保守性，家族間の経営権争いなど
によって倒産したり解体した財閥や大企業も少なくなかったのである。目
まぐるしいほどの激動のなかで，今日まで財閥としての実態を保っている
ためには，例えばもっとも早く財閥化し，朴政権下で《《不正蓄財，，の筆頭
に上げられながら，その後も発展しつづけている三星のように，政．官界
などとの人脈だけでなく，財閥としての「親和力」や経営戦略などの妙を
発揮していなければならなかったのである。
１４）前掲，呉，７５～80ページをみよ。
親族支配のダイナミックス
もう一度，表５に戻ってふよう。創業者と二，三代目の分類と，親族支
配にふられる顕著な変化をマークしておいたが，二，三代目への移行にと
もなっていちじるしい変化がふられることはすでに触れておいたとおりで
ある。しかし，創業者でも三星のように表４に記したとおり資産の分割計
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画が公表されている事例もある。その計画が傘下社長団懇談会で発表され
たのは71年のことであるが，李会長の私財である全株式・不動産150億ウ
ォンのうち，(1)50億ウォンを三星文化財団に寄附，(2)50億ウォンを直系の
三男四女と有功社員と分与，(3)残りの50億ウォン中，４０億ウォンは三星社
員と社会のために使い，その残りを三塁社員共済会に寄附する，という内
容だった。さらに同年，三男のグループ会長の後継を家族会議で決定した。
こうした後継問題は，６６年に発生した傘下肥料会社がセメント材を装って
サッカリンの原料を日本から密輸したとされる“韓肥密輸事件',で次男が
逮捕されると同時に，肥料会社の51％の会長持株を政府に献納した事件の
あと検討され始めたといわれるが，一時，会長に就任した長男が経営を混
乱させたため辞任し，獄窓から出たあと会長に反抗しかけた次男を飛び越
えてマスコミ出身の三男が後継者に選ばれたのである。
こうした経緯をゑると，長幼序ありの原則とともに経営能力などの人間
的な評価も会長や家族会議などの選択基準になっているのである。その点
は現代財閥の後継予定についても指摘できる。名誉会長になっても，８７年
夏の労働争議にはグループの労働組合協議会の交渉相手となった鄭会長'5）
は，弟などとのいろいろな遣り取りを経て，結局，－人の弟を後継会長と
したが，他の弟達は独立して別グループを編成するのを認めざるをえなか
った。問題は，交通事故で亡くなった長男を除く七男一女の処置である。
息子達に一社ずつ委せるのが名誉会長の方針であるが，次男などの経営能
力を評価しながらも，グループの元老や家族とも相談した結果，名誉会長
ご自慢の六男を中核会社重工の総合企画室担当の常務に抜擢し，弟の退任
後のグループ会長候補として養成することに決定した。とくに現代の場合
は，表３のように大字や錦湖とともに同族所有の大きな財･閥であり，名誉
会長が設立した財団を含めて同族と現代建設が所有する持株比率が過半に
達する企業が傘下企業の半数に達している。
１５）さしあたり，拙稿「韓国の暑い夏一民主化争議の多発化とその'背景｣，
『季刊労働法』８７年秋季号，また松|埼茂「経済榊造の転換うながす労働争議｣，
『エコノミスト』８７年11月２日号をみよ。
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これまでにもゑてきたように，創業者の弟達が独立して別グループなど
を形成したり引退するのは，前掲のラッキーや国際のほか，表５のロッテ，
味元，コーロンなどにもふられた一般的な傾向である。残る問題は，二代
目の兄弟などがラッキーや暁星などのように企業グループをそれまでどお
りに持続し，分業関係などを発展させたりしてグループ全体としての競争
力などを強化するかどうかにある。それは，すでに前述のように兄弟など
の人間関係がいかに展開するか，傘下企業が「親和力」から自由になりう
るかどうかにかかっているのだろう。前掲の三塁，現代を始め，韓進，ロ
ッテ，味元は，事実上まだ創業者支配の段階にあるが，同様の問題を抱え
ている，とゑてよい。
それらに対し，総合型巨大財閥の大字も創業者支配であり，表３のよう
に同族所有のとくに大きな財閥だったが，この企業グループはすでに本稿
でいう財閥の概念から離脱している。それどころか，金会長とその家族は
資本所有者でもなくなっている。というのは,グループの金一家の全株式
400億ウォンを８０年に大字文化福祉財団に寄附してしまい，金会長は一介
のサラリーマン経営者になり，“月給取りの総師，，といわれているからあ
る。しかも－人の弟を残して他の兄弟は経営から除外され，大学教授や独
立企業の経営に転身している。それと同時に子供達にも経営を継承させな
いと公言し，秘かに30歳代の有望な社員数名を後継者候補として養成中と
いうことである。さぎの文化福祉財団がグループの持株機関のような存在
になったわけだが，この機関の理事会は学者，官僚，マスコミ関係者から
構成され，金会長からまったく独立して運営されているようである。
キア
さらに自動車の起亜グノレープもすでに財閥ではなくなっている。という
のは，表４に記したように二代目の会長が病弱のため，すでに経営の全権
が子飼いの社長に委譲されているだけでなく，何度かの増資のなかで会長
の持株比率は25％から５％に低下し，大株主は持株組合を含めた従業員を
始めとし（30％程度)，起亜の関連企業（12％)，資本・技術を提携した日
本企業（10％）に移行しているからである。しかも，名誉会長になった二
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代目の持株も起亜従業員の福利厚生などのために寄贈され，その管理権も
社長に一任されているのである。このように社長を中心とした専門経営体
制と従業員を最大の株主とする企業に再生したのは，つぎのような事情に
よる。重化学工業化の過当競争のなかで韓国を襲った第２次石油ショック
は深刻な不況を迎えたが，それに対し政府は重化学工業の過剰投資を調整
する政策を強行し，巨額の負債を抱えた起亜自動車は特装車メーカーの東
亜と統合させられることになった。だが，社長以下，全従業員は賃上げや
賞与を自粛するほど結束して商工部の統合政策をはね返し，主要車種をト
ラックから大衆車のワゴンに転換して経営を再建したのである。優秀な技
術者でもある金社長はいま駁韓国のアイアコッカ，，と呼ばれているのも故
なしとしないのである。
こうして完全に企業集団に転化してしまった例は少ないが，サウジアラ
ビアに特別のコネクションを開発し，石油公社の払い下げを受けた鮮京財
閥では，二代目会長の意向で同族の大部分を経営から引き上げ,単なる資
本所有者とし，グループ内の中小企業型の有望会社をグループ内の前現職
の役職員に払い下げているのである。このような二代目の“企業公器､､意
識はセメントの双竜財閥の二代目金会長にも共通している｡金会長は東亜
自動車などの大型買収などでも有名になったが，傘下企業の分権化を積極
的に進めている。ただし，“企業は公器,,を強調する反面，家父長意識も
強いが，これに対し創業時から官僚出身者などを公開しており，表３のよ
うに大字や三星と同様に経営支配シェアの小さい火薬財閥の二代目は専門
経営者体制をより強化しつつあり，親族は鮮京とほぼ同様，安岡教授のい
う持分資本家化しつつある，とみてよい。
コーロン財閥もまた，親族の経営参加を後退させつつある,と糸なけれ
ばならない。コーロン財閥も二代目が会長になっているが，創業者兄弟は
日本で実業家となっており，戦後，ナイロン糸などを販売していたが，現
会長はそのナイロン糸を輸入．販売し，大規模に製造にも乗り出すほど成
功した。しかし，前会長が名誉会長に昇格したあと，グループとしての競
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争力を増すために叔父のポリエステルと現会長のナイロンを企業として統
合したが，経営権争いが起こり，結局このケースでも叔父が別グループを
結成することになった。それによって親族経営が一層後退することになっ
たわけだが，逆に役員や従業員の処遇を改善させつつあり，役員の出資で
プラスチックの会社を設立したり，韓国で始めて女性に終身雇用の道を開
いたり，福祉を改善したりしている。
3．戦前中の日本財閥との比較
財閥比較の視点
これまで考察してきたように，財閥といわれている企業グループの動き
には三つの類型がある。(1)ラッキー金星や暁星などのようにグループの会
長が二代目に移行しても，現状までのところ兄弟などの親族支配が持続し
ているタイプがある。三星や現代などもそのことを予定しており，“企業
は公器，，の双竜なども含めて多くの財閥がこれまでどおり親族支配を維持
しようとしている，とふてよい。(2)これに対し，総合型グループの大字や
専門型グループの起亜のように，財閥を解体し，企業集団に純化したケー
スも承られる。さらに国際財閥のように解体し消滅した事例もある。(3)こ
れらのいわば中間として，鮮京財閥のように同族の大部分を持分資本家に
純化しつつあるケースも承られる。韓国火薬などもこのタイプに含めてよ
いだろう。そのほか，(4)味元などのように政・官界に対してさえ封鎖的で
小型の財閥に止まっているような場合は別として，グループとしての規模
拡大，産業の多角化にともなって，専門経営者が養成され，社長などへの
昇進が進むと同時に，三塁，大字，コーロン，起亜などのように役職員な
どの持株化がふられるケースさえ現われてきている。
しかも，朴政権下の不正蓄財の摘発や株式公開政策や近年の公正取引法
改定による親族所有の自己資本40％未満への規制を始め，多くの企業集団
にふられる文化福祉財団の設立や，とくに大字の単なるグループ化などを
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ゑると，そのなかには租税対策なども含まれているかも知れないが，これ
ら一連の出来事は一種の《《財閥の転向”を意味している。《､公器”である
べき大企業の経営が財閥家族によって私物化されていることについては，
韓国でも早くから社会的に非難されており，さきの不正蓄財の摘発も朴政
権の「一種の“領導民主主義'''6)」としてのポリシーだったに違いない。
一面では，財閥の形成を推進しつつ工業化を強行しようとした政府は，他
面では巨大化した財閥を規制することによって，とくに社会的・政治的バ
ランスをとらなければならなかったのである。
１６）滝沢秀樹「工業化時代の国民意識｣，前掲，服部編，108ページによる。
こうした国家独占資本主義としての性格をゑていくと，単に戦前日本の
財閥と比較するのではなく，戦中までの日本の財閥と比較しなければ韓国
財閥の特質とその動態を理解することはできないように思われてくる。す
でに韓国の財閥についてはかなり考察を深めたので，それを要約しながら
戦前中の日本の財閥の特質，その動態と対比して承よう。それにさきだっ
て，すでに試承られている服部氏の韓日比較についても触れておかなけれ
ばならない。
それによれば，(1)まず財閥の基盤としての家族制度に注目し，日本では
経営の家業を養子に委せることが珍しくないのに対し，韓国ではこうした
「擬制血族」は認められず，「生物学的な意味での『血の流れ」が……絶
対的な条件」となっている，(2)また日本では，家業の維持・発展のために
一子に単独相続が認められていたのに対し，韓国では血族の嫡男子の分割
相続，とくに「長子優待不均等相続」が原則となっている，(3)こうした家
族制度が「財閥の内部構造や行動の違い」を規定しており，日本では家業
の発展のために「擬制血族」の論理の延長に「番頭経営」を発生させ，
「所有と経営の分離」を進め，分割相続を阻止して「『総有的」な家産の
……共同所有」を維持したのに対し，韓国財閥の場合は「血族以外の人に
経営を全面的に委任するとは考え難い」うえに「『総有的」た所有が発生
する可能性もあまりない｣，それどころか，創業者の兄弟が別グループ化
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する事例も多い。(4)ただし，「所有と経営の一致」はまだ韓国財閥の歴史
が短いからかし知れない，とされる'7)。
１７）前掲，服部編，160～161ページによる。
なお，「所有と経営の一致」については，表３でも糸たように服部氏は
すでに立ち入って分析されており，表３注のデータにもとづき，上場企業
に限られてはいるが，財閥を含む大企業の株式・経営支配と両者の関連を
つぎのように考察しておられる。(1)上場企業とそのグループにおける親族
の株式所有は，規模拡大につれて低下するが，グループ内の持ち合いでそ
れを補っており，全体としてかならずしも低下するとは限らない。そして，
戦前日本のように「財閥家族_持株会社一直系企業一傍系企業というピラ
ミッド型の支配構造」ではなく，グループ内持ち合いの上に「『財閥』家族
の所有が乗る」という構造を示している。(2)これに対し，表３でその一部
をふた親族の役員占拠率は規模拡大にともなって明らかに低下する。なぜ
なら，規模拡大につれて役員のポストがふえるのに対し，親族の能力規模
が，親族そのものの規模や周期によっても異なるが，ポストに比例してふ
えないからである。(3)したがって，規模拡大にともなって親族の株式支配
はグループ内持ち合いの補強で拡大さえするのに対し，経営支配は明らか
に縮小し，それをグループ内持ち合いなどによって補わなければならない
ような「所有と経営の一種のトレード・オフの関係が成立している」ので
ある'8)。
１８）前掲，服部，『アジア経済』８４年５．６月号による。こうした状況のなかで
専門経営者の経営支配力が強化されつつあることについては，服部「韓国
『財閥』の株式所有と『はえぬき』型専門経営者の役割｣，前掲，安岡ほか'も
みよ。
こうしてふると，戦前日本の財閥は家産である財閥の資本そのものを継
承し，そのなかで財閥家族総体の地位と生活を保障することが大原則とな
っていたのに対し，韓国財閥の場合は，家産総体の所有ということより直
系血族による一貫した支配のための家産経営を原則にしているように考え
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られてくる。呉教授は前著のなかで，等しく儒教を受容しても，日本では
「公」が重視されていたのに対し韓国では「私」が重視され，科挙のよう
に個人能力主義の原則に立っている，と指摘されているが，上述のような
総体としての形式的支配と個体としての実態的支配の対照というように理
解し直すことができるのかも知れない。
総括：動態の比較
しかしながら，前掲の服部論文も認めているようにわずか２～３年でも
いちじるしく変化するように変動が激しいので，すでに本稿で分析したよ
うに財閥のなかにタイプがあるだけでなく，すでに財閥から単なる企業集
団に転化したケースさえ承られる。そこで動態の視点から韓国と日本の比
較を総括して糸なければならない。そのために，最初に設定した財閥概念
の基準に立ち返えるが，今度は逆順に要約していこう。
（１）韓国政府の財閥政策は決して一貫しておらず，かなり矛盾している
面さえふられる。戦後の解放直後には資本や企業家そのものが限られてお
り，産業構造の発達も抑制されていたわけだから，そういう状況のなかで
先進国への急速なキヤッチアップを国家の経済開発政策した以上，前述の
ように日本の遺産やアメリカの援助を配分し，政策金融を進める場合，特
定の企業や企業集団に傾斜するのは，効率上も避けがたかったろう。財閥
と政．官界との癒着もふられたに違いない。さらに維新体制のもとで輸出
指向の中心を重化学工業に転換する経済計画のなかで，とくに財閥が受け
た助成も看過できないだろう。しかし，前述のように社会的非難が高まり，
しかも巨大企業集団以外の中小企業などの発達が産業政策上重要になって
くると，前述のように株式公開による資本所有の分散や財閥の出資規制な
どが「領導民主主義」として重要な政策になってきたのである。これに対
し日本の財閥形成は帝国主義段階に達する以前から始まっており'9)，歴史
的状況は非常に異なるが，理論的には似たような変化を遂げた，とゑてよ
い。もっともライシヤワー教授も前著で指摘しているように，1880年代の
286 
鉱山．工場の払い下げは「マルクス主義の歴史家から批判されてきた」よ
うに「強力な資本家階級を創出しようという願望からではなく，政府の絶
望的な財政状況と産業振興の願望」を契機とした財閥助成だったろう。そ
うした段階から《《財閥の転向,'，“財閥解体”への変化は，政権そのものの
変革まで含んでいたわけだが，その面でも似ている，とゑてよいだろう。
１９）前掲，安岡のほか，森川英正『日本財閥史』教育社，1980年などをみよ。
森川教授や安岡教授も指摘されるとおり，1920年代以l朧にコンツェルンとし
て形成された新興財閥は，本稿でいう財閥とはいえないだろう。
（２）産業の構造と支配力という点では，まず「ワンセット」とはいえな
いが，前述のとおりかなり産業の多角化が進んでいる財閥もあり，しかも
産業別に寡占体制を形成している，とふてよい。ただし，鉄鋼業などが公
営化されているほかに，市中銀行は最近まで国有化されており，民有化さ
れた後，財閥がふたたび有力株主になりつつあるが，戦前中の日本財閥の
産業構造と似た面もあるものの，銀行を持たなかった点と，繊維工業など
の軽工業を抱えているうえに重化学工業化やサービス産業化が進んでいる
点では明らかに異なっている。もっとも日本の財閥が銀行と総合商社の二
つのセンターを持っていたとはいっても，ライシヤワー教授の前著のよう
に銀行が財閥企業の金融を担当したというよりも，財閥外の企業に対する
金融を通してそれらを財閥に系列化する役割を果したのである。それに対
し，ふたたび民有化した韓国の商業銀行がどのような役割を果しつつある
か，注目されるところである。さらに途上国の多くの財閥は，かりにコン
ツェルン化しても先進国の多国籍企業などとの競争に圧倒されてしまう傾
向がふられるが，韓国の場合は外国からの直接投資が強く規制されている
ので，国内で自立的な経営支配力を持っているだけでなく，近年は自らが
多国籍企業化し，海外への直接投資を急増させつつある。なにしろ，１０大
財閥の総売上げがＧＮＰの80％近くにも達するほどだから，経済力の集中
は日本の財閥を上回るだろうが，経済成長率が高いことやそれに関連して
企業集団間競争が激しいので，谷浦氏の指摘のように寡占的市場支配力が
韓国．日本財閥の比較２8７
どれだけ発揮されているかは疑問だろう。その点でも戦前中の日本の財閥
とは異なっている，とゑてよい。
（３）経営構造などからゑて，前述のように資本所有者が最高経営者にな
っており，「所有と経営の一致」した財閥が多い点が韓国の顕著な特質と
なっている。むしろこうして機能資本家になっている方が世界の財閥にも
共通した傾向であり，三菱などを例外として2の，「番頭」による専門経営
者の支配が一般的で，資本所有者が持分資本家に純化している方が特殊だ，
と承なければならない。もっとも韓国でも，鮮京などのように純化してき
ているケースもあり，また前述のような総師を頂点とする経営体制のもと
で専門経営者が成長しつつあったり，なかには株主にもなってきているケ
ースもあるから，今後の動向にも注目しなければならない。さらに，こう
した専門経営者への昇進にもつながる基幹要員が，大卒後などに財閥や企
業集団は一括採用され，傘下の企業に配置される点も，戦前・中の日本の
財閥と似ている。こうした雇用身分には終身雇用が拡大しつつあると承ら
れるが，一般の労働者にはまだそれほど拡大していない，とゑてよいだろ
う2,．その点については，前述のように「血族」家族主義がまだ強いので，
かえって戦前日本のように「擬制血族」主義的な労使関係が形成されにく
いのだろう。
２０）その点については，柴恒和夫「日本金融資本分析』東大出版会，６５年，と
くに旗手熱『日本の財閥と三菱」楽勝書房，７８年などをみよ。
２１）隅谷三喜男「韓国の企業レベルの労使関係｣，隅谷編『労使関係の国際比
ｌ陵』東大出版会，７８年，前掲，１J本生産`性本部などをみよ。
（４）企業の形態などからふると，一部の傘下企業が株式会社化するに止
まるだけでなく，株式会社になっても十分に公開されていないケースが多
い。この点も今後変化するだろうが，戦前日本の財閥とよく似ている。た
だし，戦前日本の財閥の場合は，前述のように財閥本家や持株会社を通し
て傘下会社を支配する構造が形成されていたのに対し，韓国では，持株会
社が組織されておらず，親族とグループ内の持株や直接経営によって傘下
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企業を支配している。その場合，戦前日本の財閥は産業の多角化やとくに
重化学工業化のなかで株式を分散し，比較的少ない親族資本で多くの傘下
企業を支配するように変化したが，韓国財閥の方はまだ親族のシェアが大
きく，それにもとづいて直接支配する傾向が強い。それよりも韓国財閥に
ついて注目すべきは，戦中とくに軍需産業化するまで自己金融で済ませて
いた戦前日本の財閥とは異なり，前述のような政策金融や商業借款などの
他人資本のシェアが60年代後半以降きわめて高くなっていることである。
この点は，さきの国家の経済政策などとも関連するが，戦前日本の経済成
長率ととくに60年代以降の韓国の経済成長率との大きなギャップを如実に
反映しているに違いない。
（５）資本の家族的所有形態では，これも前述のとおり戦前・中の日本の
総有型とは異なり，韓国では明確な共有型の分割相続が行われており，そ
のために別グループ化したり，あるいはそれが失敗したりして財閥の継承
が不安定化している面もふられる。もっとも，戦前日本でも一応市民法下
にあり，法的な共有を家憲などによって規制する必要があった。それに対
し韓国の財閥では，明確な共有によるグループとしての不安定性を抑制す
るような内部社会的規制はとくに強くないように思われる。それは，前掲
の谷浦論文のようにより外的な経済要因にもとづく「親和力」によって支
えられているようにふえる。したがって，韓国の財閥や企業集団の内部結
集力は，よほどグループとしての産業上の連関や内部補助や経営統制など
が強くない限り，傘下企業が個々に発展すればするほど弱化していく，と
予想される。さらに“財閥解体，，のような激しい政治的・社会的変革が行
われればいうまでもないが，そうでなくてもグループとしての発展や拡大
にともなって，大字や起亜のような単なる企業集団化や鮮京などのような
財閥家族の単なるレントナー化が進むに違いない。そしてまた，それが韓
国の経済民主化などの課題にもなっている，とふてよいだろう22)。
２２）三満照敏「どこへ行く韓国労使紛争｣，『週刊東洋経済』８７年10月３日号に
よれば，今後の労使関係のあり方をめぐる問題として，労働組合への規制の
韓国・日本財･閥の比較２８９
改定とともに，所有と経営の分離，オーナー経営者への権限集中の改革が広
く指摘されているようである。また，傘下企業への分権化が進んだ財閥ほど，
大きな争議の発生には至らなかったようである。
〔追記〕本稿は本学比較経済研究所のプロジェクトである韓国研究の一環として
執筆した論文である。文献の参照などについて，本学大学院生の金元重君
の協力をえた。記して謝意を表したい。
